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東南海、南海地震に係る被害想定について 
 
 

 
１ 被害想定の内容について 
東南海、南海地震の抜本的対策を講じるための検討を行うべく、中央
防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」では、その対象と
なる地震像とそれによる被害の状況を検討し、これを基に、対策の内容
を詰めることとしている。 
 東南海、南海地震については、その発生の仕方に様々なケースが考え
られ、当調査会においては、 
①想定東海地震、東南海地震、南海地震の震源域が同時に破壊される
場合 
②東南海地震と南海地震の震源域が同時に破壊される場合 
③想定東海地震と東南海地震の震源域が同時に破壊される場合 
④東南海地震単独で発生する場合 
⑤南海地震単独で発生する場合 
について検討することとしている。 
このうち、今回の検討の最も中心的な②の東南海地震と南海地震の震
源域が同時に破壊される場合については、本年４月17日に地震の揺れや
津波、火災等による被害想定についてとりまとめ公表したところである。 
一方、本年７月に東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法が施行され、本専門調査会で、同法に基づく推進地域の指
定について検討することになった。このため、地盤条件等により局地的
に地震動が増幅される地域等についても推進地域の指定に反映させるた
め、本年4月に公表した被害想定に用いた震度分布について、各府県から
の意見聴取等を行い、過去の地震で実際に発生した被害分布にさらに合
致するように見直し、この震度分布をもとに被害想定も見直した。 
また、これとあわせて、その他の４ケースについてもあわせて被害想
定を実施した。 
 
２ 被害想定結果 
被害想定に用いた地震動分布を図１～図５に、津波の高さの分布を図
６～図１３に示す。 
被害想定の内容や想定手法については、本年４月に取りまとめたもの
と同様の手法で行った。 
今回の検討の最も中心的な「東南海地震と南海地震の震源域が同時に
破壊される場合」（②）の被害想定の結果を別紙１、その他のケースを



  

含めた被害想定結果を別紙２に示す。 
 
２－１ 東南海地震と南海地震の震源域が同時に破壊される場合の被害想
定について（別紙1） 

（１）今回の想定結果による東南海、南海地震被害の特徴 
① 甚大な被害 
大規模火災による多数の死傷者を出した関東大震災や情報が十分に伝
わらずに多数の死者を出した明治三陸地震津波などを除き、近年の我が
国で最大の被害が想定される。 
被害の軽減のため、建物の耐震化等の予防対策の推進や発災後の全国
からの相当量の救助・救急、医療、物資輸送などの応援活動が必要とな
る。 
   被災地域は、過去に昭和東南海、昭和南海地震を経験した地域である
が、これらの地震は、このタイプの地震としては比較的小さい規模であ
り、歴史的には今回想定しているようなもっと大規模なものが発生して
いる場合が多い。地元の方々がそのことを十分認識しておかないと、対
応を間違う可能性がある。 

 
② 広域にわたる被害 

   関東から九州までの広い範囲で被害の発生が想定され、幅広く分布す
る相当数の被災地対応に、これまでの地震でとられた防災体制では十分
対応できないおそれがある。 

   このため、これに対応できる特別の広域防災体制の確立、救援に頼ら
なくてもある程度耐えうるような地域防災力の向上の検討も必要であ
る。 

 
③ 広域にわたる強大な津波による災害 
東南海、南海地震は海溝型の地震であり、東海地震と比較して震源域
が海域にある割合も多く、広域に巨大な津波が来襲し、甚大な建物被害
や人的被害が発生することが想定される。 
津波災害を軽減するための防御施設の整備や、ソフト･ハード両面から
の避難体制の確立など、戦略的な検討が必要である。 
 
④ 揺れと津波による複合災害 

   戦後日本に来襲した津波とは異なり、強い揺れにより建物が倒壊した
ところへ高い津波が来襲するため、複合災害による人的被害の増大が想
定される。 

   堤防･水門等の耐震性も含む緊急点検や建物の耐震化等を推進する必



  

要がある。 
 
⑤ 大量の物資不足 

   強い揺れが想定される海岸付近では、道路･鉄道が寸断されたり、津
波浮遊物等により港も十分使えなくなり海からのアクセスも困難とな
るなど、孤立するおそれがある。このため、人や緊急物資等の輸送が困
難になり、救援や復旧に相当の支障をきたすおそれがある。 

   輸送の方法について、陸海空合わせた戦略的な検討が必要であるほか、
通常以上に物資を備蓄する必要性についても検討する必要がある。 

 
⑥ 甚大な経済被害 

   最大で約57兆円の被害が想定され、阪神･淡路大震災の約13兆円や、
想定東海地震の被害想定の約37兆円と比較しても甚大な経済被害が想
定される。 

   被害の軽減のためには、企業等も含めた地震防災対策の推進が必要と
なる。 

 
（２）防災対策によって大きく異なる被害の程度 
① 建物の耐震化の効果（木造の場合） 

   昭和56年以降に建築された建物が、仮にそれ以前の耐震基準で建築さ
れていたとすると、全壊棟数は、現時点で約170,200棟が想定されるも
のが、約217,800棟と大きく増加する。 

   逆に、今後、昭和56年以前の耐震基準で建築された建物を耐震強化し、
昭和57年以降の建物と同様の耐震性を持たせることにより、死者の数は
現時点で約6,600人と想定されるものが、約1,400人と5分の1程度に大き
く減少すると推算される。 

   このことからも、今後、耐震強化を推進していく必要がある。 
 
② 津波災害に関する効果 

   津波災害については、堤防や水門が正常に機能するかどうかによって、
建物全壊棟数に約１．４倍の差が想定される。また、住民の避難意識の
高低により、今回想定した２ケースでも津波による死者数に２倍程度の
差が想定される。 

   また、明治三陸地震津波は、ほとんど揺れがなかったところに津波が
押し寄せ、約22,000人が亡くなった。当時は情報伝達体制も十分でなか
った。 

   このように、津波災害の防止・軽減のため、緊急に津波防潮堤や水門
の点検を行い、必要な整備を行う必要がある。また、住民等の的確な避



  

難のための意識の啓発や避難計画の作成等が急務である。 
 
③ 急傾斜地崩壊対策の効果 

   急傾斜危険箇所の急傾斜地崩壊対策が全く行われていなかった場合
を想定すると、建物の全壊棟数は現時点の想定被害の約１.５倍となる。 

 
２－２ 東南海・南海地震の５つの発生ケースの被害想定について（別紙２） 
（１）それぞれの地震による被害の特徴 
「想定東海地震、東南海地震、南海地震の震源域が同時に破壊される場
合」（①）には、揺れによる被害、津波による被害ともわが国最大級とな
り、建物全壊が約９０万棟、死者約２万５千人に及ぶ。また、経済的被害
も直接被害、間接被害合わせて最大８１兆円にのぼることが想定される。
これらの被害に対応するためには、特別の広域防災体制の確立、救援に頼
らなくてもある程度耐えうるような地域防災力の向上の検討等が必要で
ある。 
  「東南海地震単独で発生する場合」（④）や「東海地震と東南海地震の
震源域が同時に破壊される場合」（③）では、津波の被害は比較的小さい
が、震源域が陸地に近いことから揺れによる被害が大きく、比較的被害が
小さいと想定されている東南海地震単独発生の場合（④）でも、揺れによ
る建物の全壊棟数約１１万棟、死者４千人が想定される。 
  一方、「南海地震単独で発生する場合」（⑤）は、③、④と比較して津
波による被害の割合が高く、津波による建物の全壊棟数約３万６千棟、死
者約７千人が想定される。人的被害の軽減のためには、津波からの避難に
関する意識啓発が重要である。 
 
（２）東南海、南海地震が時間差で発生することによる被害 
  なお、東南海地震と南海地震、東海・東南海地震と南海地震が時間差で
発生する場合の被害想定は今回行っていないが、それぞれの地震が個別に
発生するときと比べて被害が大きくなるおそれもある。これらの地震の時
間差発生を考慮した対策を検討しておく必要がある。 
 
 
３ 本被害想定の性格について 
今回の被害想定は、主として広域な防災対策を検討するためのマクロ
の被害の把握を行ったものであり、想定手法としても１kmメッシュ単位
での分析を行うなどマクロな被害の把握に適した手法を採用している。
各地方公共団体等が個別の地域における防災対策を検討する際には、よ
り詳細な地域の状況を踏まえた検討を行う必要がある。 



 

図１ 東海＋東南海＋南海地震 震度分布 



 

図２ 東南海＋南海地震 震度分布 



 

図３ 東海＋東南海地震 震度分布 



 

図４ 東南海地震 震度分布 



 

図５ 南海地震 震度分布 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６ 東海＋東南海＋南海地震による海岸の津波の高さ（満潮時） 

小笠原諸島 

東海＋東南海＋南海地震 海岸の津波の高さ（満潮時） 

津波の波源域 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 東南海＋南海地震による海岸の津波の高さ（満潮時） 
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東南海＋南海地震 海岸の津波の高さ（満潮時） 

津波の波源域 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 東海＋東南海地震による海岸の津波の高さ（満潮時） 
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東海＋東南海地震 海岸の津波の高さ（満潮時） 

津波の波源域 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図９ 東南海地震による海岸の津波の高さ（満潮時） 
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東南海地震 海岸の津波の高さ（満潮時） 

津波の波源域 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１０ 南海地震による海岸の津波の高さ（満潮時） 
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南海地震 海岸の津波の高さ（満潮時） 

津波の波源域 


